
仕 様 書 

 

 

１． 件名 

（長期継続契約）令和 6年度導入課税原票管理システム機器等及び課税台帳システム機器等賃貸借 

 

２． 賃貸借期間 

令和６年１０月１日 から 令和１１年９月３０日 まで（６０ケ月） 

 

３． 納入期限 

令和６年７月１２日 

ただし、課税原票管理システムサーバ及び課税原票管理システム用ソフトウェアについては、６

月７日までに納入すること。 

 

４． 担当部課 

予算執行課：市川市 情報管理部 情報管理課 

 業務担当課：市川市 財政部 市民税課 

 

５． 賃貸借物件 

課税原票管理システム及び課税台帳システム用の機器及びソフトウェア一式 

詳細は、別紙１「賃貸借物件一覧」のとおり。 

（本件は、賃貸人が所有する上記物件を市川市（以下「賃借人」という。）が借り受け、賃料を

支払うものである。） 

 

６． 納入場所 

    市川市南八幡４丁目２番５号 いちかわ情報プラザ 

 

７． 物件設置場所 

市川市八幡１丁目１番１号  市川市 財政部 市民税課 

市川市八幡１丁目１番１号  市川市 財政部 納税・債権管理課 

市川市八幡 1丁目１番１号  市川市 保健部 国民健康保険課 

市川市末広１丁目１番３１号   市川市 行徳支所 総務課 

市川市南八幡４丁目２番５号   いちかわ情報プラザ 

※ 納入に係る費用は、賃貸人の負担とする。 

 

８． 納品物件 

「５．賃貸借物件」に示された物件に係る以下のドキュメントを、「４．担当部課」で指定した

場所に、期限までに納品すること。 

 



納品物件一覧表 

ＮＯ 納品物件 期 限 

１ 賃貸借物件一覧（型名、ライセンスキー明記） 契約日 

２ 体制表（納入後の連絡先を含む） 契約日から７日以内 

３ 情報セキュリティ対策チェックリスト 契約日から 7日以内

及び各年度の 4月 7

日 

４ 賃貸借物件に関する取扱説明書（写しでも可） 

納入期限まで 
５ 賃貸借物件に関する保証書（写しでも可） 

６ ソフトウェアの使用許諾証書 

（名義を市川市として納入すること） 

７ 納入物件一覧 納入後、７日以内 

 

９．賃貸借物件の納入 

賃貸借物件は、賃貸人の負担により、「６．納入場所」に、指定した数量を、使用可能な状態

で納入し、機器納入後、梱包材の撤去等は賃貸人の負担により、設置作業後に撤去すること。 

 

１０．賃貸借期間終了後について 

（１）賃貸借期間終了後は、賃借人から指示があった場合は、賃貸人の負担により機器の全てを 

撤収すること。 

（２）前項で示す撤収時において、機器に内蔵される記憶媒体がある場合は、賃貸人の負担に 

   より、記憶装置の物理的な破壊又は磁気的な破壊によるデータの完全消去を実施し、その 

証明書を賃借人に提出すること。なお、当該消去作業は賃借人施設の外へ撤収する前に、 

賃借人職員立ち合いのもとで行うこととする。 

（３）賃借人の希望により、契約満了後に月数単位で再リース契約を締結できるものとする。 

なお、全ての機器ではなく、一部の機器となる場合もある。 

 

１１．賃貸借物件の保守 

賃貸借物件の保守については、別途保守契約を締結する。 

 

１２．秘密の保持 

（１）賃貸人は、この作業によって知り得た秘密を他に漏らしてはならない。契約終了後も同様

とする。 

（２）賃貸人は、作業を実施するための個人情報の取扱いについては、別記１「個人情報取扱特  

記事項」を遵守しなければならない。 

 

１３．情報セキュリティの確保 

賃貸人は、作業を実施するに当たり、情報セキュリティの取扱いについては、別記２「情報セ



キュリティ取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

１４．契約不適合責任 

本契約による賃貸借物件の種類、品質又は数量に関して、契約の内容に適合しないことを賃

借人が認識した場合、認識した時点から 1 年以内の間に賃貸人に対する書面による通知を行う

ことにより、賃借人は賃貸人に対して不適合部分の修補を求める、若しくは損害の賠償を請求

することができるものとする。ただし、賃貸借期間終了日を過ぎた後の不適合認識については、

修補又は損害賠償の請求を行えないものとする。 

 

１５．動産総合保険の付保 

（１）賃貸人は、賃貸借契約期間中、賃貸人を保険契約者とする動産総合保険契約を賃貸人の負

担により付保しなければならない。 

（２）賃借人の責に帰す事由により物件が損害を受けた場合、賃借人は、賃貸人に支払われた保 

険金をもって、損害賠償を免れるものとする。 

 

１６．公租公課 

物件に係る公租公課は、賃貸人の負担とする。 

 

１７．権利義務の譲渡の禁止 

賃貸人は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ、又はそ

の権利を担保に供することはできない。ただし、あらかじめ賃借人の承諾を得た場合は、この

限りでない。 

 

１８．環境への配慮  

納入するハードウェア等について、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリ

ーン購入法）」の適用となる物品については、グリーン購入法適合品であること。グリーン購入

法以外の環境関連基準を満たす機種を選定する場合は、入札における事前質問において 本市の

了承を得ること。 

 

１９．その他 

（１） 賃貸借物件に対して、賃借人が別途用意するソフトウェアをインストールすることがある。 

（２）納入に係る費用は、賃貸人の負担とする。また、納入及び設置作業に際し生じた残資材及

び梱包材等は、賃貸人が撤去すること。 

（３）本仕様書に定めのない事項については、必要に応じて、賃借人と賃貸人とが協議して定め

るものとする。 

（４）契約履行上の疑義については、賃借人と賃貸人が協力して解決すること。 

（５）賃貸人は、暴力団等排除に係る契約解除に関する特約条項を遵守すること。 

 

  



別紙１．賃貸借物件一覧 

 

下記の仕様を満たす機器を納入すること。 

ただし、相当仕様品もしくは上位使用品を納入しても良いものとする。 

 

１．課税原票管理システムサーバ 

項 品  名 仕    様 数量 

１ サーバ 本体 EIA 規格19 インチフルラック格納型、4U 以内のサ

イズであること。CPU はIntel社製Xeon Silver 

4214(2.20GHz/12コア/16.5MB)以上であること。 

電源ユニット及びケーブルを全部で2式備えること。  

1 

主記憶 主記憶容量 8GB×6 以上であること。 

インターフェース LAN(10Base-T/100Base-TX/1000Base-T)を4 ポート

以上備えること。  

USB2.0 又はUSB3.0 を合計4 ポート以上備えるこ

と。  

バックアップ装置と接続するインターフェース及び

必要なケーブルを備えること。  

磁気ディスク装置 2.4TB(SAS/10krpm)×14 (RAID1+0+Hotspare構成)と

してサーバに内蔵すること。 

光学ディスク装置 DVD-ROM ドライブユニット(読込：最大8倍速 DVD-

ROM/最大24倍速 CD-ROM)とし、サーバ本体に内蔵す

ること。 

バックアップ装置 

 

LTO7、LTO8、LTO9対応のバックアップ装置であるこ

と。 

LTO Ultrium7 ﾃﾞｰﾀｶｰﾄﾘｯｼﾞ記憶容量6TBを4巻、LTO 

Ultrium8 ﾃﾞｰﾀｶｰﾄﾘｯｼﾞ記憶容量12TBを5巻添付する

こと。 

バックアップにソフトウェアが必要な場合は、賃貸

人が用意すること。 

2 無停電 

電源装置 

本体 ラックマウント搭載型、占有ユニット数が1Uである

こと。  

定格出力電圧AC100V±6%、最大出力電流12A、定格容

量1200VA/1000Wとする。出力コンセントは、NEMA5-

15R が 4口あること。  

無停電電源装置の制御にソフトウェアが必要な場合

は、賃貸人が用意すること。 

1 

3 ソフトウェア Windows Server 2022 10 Device CAL 3 



Windows Server 2022 50 Device CAL 1 

Windows Server 2022 100 Device CAL 1 

PowerChute Business Edition v10.0 1 

Arcserve Backup 19 for Windows 1 

ServerView Suite DVD(Tools) & ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ 1 

 

 ２．課税原票管理システム用ソフトウェア 

項 品  名 メーカー 型名 数量 

1 Interstage Charset Manager Standard 

Edition プロセッサライセンス for Windows 

（SL＆S） 

富士通 SV2L4A1D1 360 

2 Interstage Charset Manager Standard 

Edition メディアパック（64bit） V10 

富士通 B5142AJAC 1 

プロセッサライセンスはサーバの構成に合わせて必要な数量を納品すること。（上記は 12コアの場合） 

 

３－１.課税原票管理システム閲覧用ＰＣ 

項 品  名 仕    様 数量 

１ PC 形状 デスクトップパソコン（ウルトラスモールモデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

44 

 

 

 

 

本体 CPUはインテル® Core™ i5-12500T以上とする。 

主記憶 DDR4 SDRAM８GB以上を内蔵すること。 

OS Windows 11 Professional (64bit) 

表示装置 19.5 型/1600×900/DVI、D-Sub/スピーカーがあり本

体と接続出来るケーブルを添付すること。 

無線/Bluetooth IEEE802.11a/b/g/n/ac/ax準拠、Bluetooth® V5.3準

拠していること。 

入力装置 日本語キーボードを装備していること。  

光学式(USB)マウスを添付すること。  

内蔵 I/F LAN（1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T）を備えて

いること。 

USB3.2 を４ポート（フロント×２、リア×２）、

USB2.0 を２ポート（リア×２）以上備えているこ

と。 

外形(W×D×H) 36×165×147mm程度であること。 

マウントキット PC 本体をディスプレイ下に収納できる様、マウン

トキットを添付すること。 

２ 周辺 磁気ディスク装 暗号化機能付 256GB フラッシュメモリディスク以



機器 置 上の装置とし、PCに内蔵すること。 

光学ディスク装

置 

DVD-ROMドライブユニット（最大 8倍速 DVD-ROM / 

最大 24倍速 CD-ROM）以上の装置とし、PCに内蔵

すること。 

３ その他 ・リカバリデータディスク+ドライバーズディスク

+WinDVD ディスクを全体で１個添付すること。 

・覗き見防止フィルターを備えること。 

 

３－２.課税原票管理システム閲覧用ＰＣ 

項 品  名 仕    様 数量 

１ PC 形状 ノート型パソコン（15.6型ワイド） 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

本体 CPUはインテル® Core™ i5-1345U 以上とする。 

主記憶 DDR4 SDRAM８GB以上を内蔵すること。 

OS Windows 11 Professional (64bit) 

表示装置 LED バックライト付 TFT カラーLCD（1366×768 ドッ

ト）、1677万色以上で表示可能なこと。 

外形(W×D×H) 374×250×33mm程度であること。 

入力装置 JIS配列準拠テンキーボード＆指紋センサーを装

備していること。  

光学式(USB)マウスを添付すること。  

内蔵 I/F LAN（1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T）を備えて

いること。 

USB3.2を３ポート以上備えていること。 

２ 周辺 

機器 

磁気ディスク装

置 

暗号化機能付 256GB フラッシュメモリディスク以

上の装置とし、PCに内蔵すること。 

光学ディスク装

置 

DVD-ROMドライブユニット（最大 8倍速 DVD-ROM / 

最大 24倍速 CD-ROM）以上の装置とし、PCに内蔵

すること。 

３ その他 ・リカバリデータディスク+ドライバーズディスク

+WinDVD ディスクを全体で１個添付すること。 

・覗き見防止フィルターを備えること。 

 

 ４．課税原票管理システム閲覧用ＰＣ用ソフトウェア 

項 品  名 メーカー 数量 

１ 【SiCSP】Office LTSC Professional Plus 2021 MicroSoft 48 

２ 【SiCSP】Windows 10 Enterprise LTSC 2021 Upgrade MicroSoft 48 

３ Interstage Charset Manager 20 クライアントライセンス 富士通 120 



for Windows (SL&S) 

４ Interstage Charset Manager １クライアントライセンス 

for Windows (SL&S) 

富士通 480 

５ 通信制御サービス 1ライセンス(月額) V9 富士通 2880 

6 通信制御サービス メディアパック（64bit） V9 富士通 1 

7 WSMGR 1 ライセンス(月額) V9 富士通 2880 

ソフトウェアライセンスは、パッケージの組み合わせ等により必要な数量を納品すること。 

 

５.スキャナ制御端末及び管理端末 

項 品  名 仕    様 数量 

１ PC 形状 デスクトップパソコン（ウルトラスモールモデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

本体 CPUはインテル® Core™ i5-12500T以上とする。 

主記憶 DDR4 SDRAM８GB以上を内蔵すること。 

OS Windows 11 Professional (64bit) 

表示装置 19.5 型/1600×900/DVI、D-Sub/スピーカーがあり本

体と接続出来るケーブルを添付すること。 

無線/Bluetooth IEEE802.11a/b/g/n/ac/ax準拠、Bluetooth® V5.3準

拠していること。 

入力装置 日本語キーボードを装備していること。  

光学式(USB)マウスを添付すること。  

内蔵 I/F LAN（1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T）を備えて

いること。 

USB3.2 を４ポート（フロント×２、リア×２）、

USB2.0 を２ポート（リア×２）以上備えているこ

と。 

外形(W×D×H) 36×165×147mm程度であること。 

マウントキット PC 本体をディスプレイ下に収納できる様、マウン

トキットを添付すること。 

２ 周辺 

機器 

磁気ディスク装

置 

暗号化機能付 256GB フラッシュメモリディスク以

上の装置とし、PCに内蔵すること。 

光学ディスク装

置 

DVD-ROMドライブユニット（最大 8倍速 DVD-ROM / 

最大 24倍速 CD-ROM）以上の装置とし、PCに内蔵

すること。 

３ その他 ・リカバリデータディスク+ドライバーズディスク

+WinDVD ディスクを全体で１個添付すること。 

・覗き見防止フィルターを備えること。 

 



６.スキャナ制御端末及び管理端末用ソフトウェア 

項 品  名 メーカー 数量 

１ 【SiCSP】Office LTSC Professional Plus 2021 MicroSoft 4 

２ 【SiCSP】Windows 10 Enterprise LTSC 2021 Upgrade MicroSoft 4 

３ Interstage Charset Manager １クライアントライセンス 

for Windows (SL&S) 

富士通 240 

４ JEF拡張漢字サポート 1ライセンス(月額) V9 富士通 240 

５ JEF拡張漢字サポート メディアパック（64bit） V9 富士通 1 

  

７－１．業務用カラーレーザプリンタ 

項 項  目 仕  様 数量 

1 印刷方式 LED アレイ+電子写真プロセス方式であること。 

１ 

2 印刷速度 片面Ａ４モノクロ印刷で３６枚/分以上であること。 

3 ファーストプリント 

タイム 

Ａ４モノクロ印刷で６．３秒以内であること。 

4 用紙サイズ Ａ４、Ａ３に対応できること。 

5 給紙容量 ３２０枚程度を給紙可能であること。 

6 インターフェース 有線ＬＡＮインターフェース 

(100BASE-TX/10BASE-Tに対応) 

7 その他 プリンタ RAMモジュールを添付すること。 

拡張給紙ユニットを 1式(580枚以上)増設すること。 

Windows 11に対応したドライバーを添付すること。 

 

７－２．業務用モノクロページプリンタ 

項 項  目 仕  様 数量 

1 印刷方式 LED アレイ+電子写真プロセス方式であること。 

１ 

2 印刷速度 片面Ａ４モノクロ印刷で４６枚/分以上であること。 

3 ファーストプリント 

タイム 

Ａ４モノクロ印刷で６．０秒以内であること。 

4 用紙サイズ Ａ４、Ａ３に対応できること。 

5 給紙容量 ５５０枚程度を給紙可能であること。 

6 インターフェース 有線ＬＡＮインターフェース 

(100BASE-TX/10BASE-Tに対応) 

7 その他 プリンタ RAMモジュールを添付すること。 

拡張給紙ユニットを 1式(550枚以上)増設すること。 

Windows 11に対応したドライバーを添付すること。 

 

８．スキャナ 



項 品  名 メーカー 数量 

1 TOM9000ex-68 ジィエスキュ

ーブ 

3 

 

９．課税台帳システム用端末 

項 品  名 仕    様 数量 

１ PC 形状 デスクトップパソコン（ウルトラスモールモデル） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

本体 CPUはインテル® Core™ i5-12500T以上とする。 

主記憶 DDR4 SDRAM８GB以上を内蔵すること。 

OS Windows 11 Professional (64bit) 

表示装置 19.5 型/1600×900/DVI、D-Sub/スピーカーがあり本

体と接続出来るケーブルを添付すること。 

無線/Bluetooth IEEE802.11a/b/g/n/ac/ax準拠、Bluetooth® V5.3準

拠していること。 

入力装置 日本語キーボードを装備していること。  

光学式(USB)マウスを添付すること。  

内蔵 I/F LAN（1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T）を備えて

いること。 

USB3.2 を４ポート（フロント×２、リア×２）、

USB2.0 を２ポート（リア×２）以上備えているこ

と。 

外形(W×D×H) 36×165×147mm程度であること。 

マウントキット PC 本体をディスプレイ下に収納できる様、マウン

トキットを添付すること。 

２ 周辺 

機器 

磁気ディスク装

置 

暗号化機能付 256GB フラッシュメモリディスク以

上の装置とし、PCに内蔵すること。 

光学ディスク装

置 

DVD-ROMドライブユニット（最大 8倍速 DVD-ROM / 

最大 24倍速 CD-ROM）以上の装置とし、PCに内蔵

すること。 

３ その他 ・リカバリデータディスク+ドライバーズディスク

+WinDVD ディスクを全体で１個添付すること。 

・覗き見防止フィルターを備えること。 

 
１０. 課税台帳システム用端末用ソフトウェア 

項 品  名 メーカー 数量 

１ 【SiCSP】Office LTSC Professional Plus 2021 MicroSoft 1 



２ 【SiCSP】Windows 10 Enterprise LTSC 2021 Upgrade MicroSoft 1 

３ 通信制御サービス 1ライセンス(月額) V9 富士通 60 

４ WSMGR 1 ライセンス(月額) V9 富士通 60 

５ ASSIST ONE PRO ｱｼｽﾄｼｽﾃﾑ 1 

６ 課税状況調 for MICJET V1(1 年) 富士通 5 

 



  

暴力団等排除に係る契約解除に関する特約条項 

（製造の請負、業務委託、賃貸借その他契約用） 

 

（総則） 

第１条 この特約は、この特約が付される契約（市川市財務規則（昭和６０年規則第４号）第１

１６条の規定により、契約書の作成を省略する契約を含む。以下「契約」という。）と一体を

なす。 

 

（暴力団等排除に係る解除） 

第２条 市川市（以下「市」という。）は、契約の相手方が次の各号のいずれかに該当するとき

は、この契約を解除することができる。 

(１)役員等（個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、受注者が法

人である場合にはその役員、その支店又は営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者その他経営に実質的に関与している者を、受注者が法人以外の団体である場合には、

代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員等（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年

を経過しない者をいう。以下同じ。）であると認められるとき、又は暴力団若しくは暴力団

員等が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(２)役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団等（暴力団及び暴力団員等並びに暴力団又は暴力団員等と密接な関

係を有する者をいう。以下同じ。）を利用するなどしていると認められるとき。 

(３)役員等が、暴力団等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

(４)役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

(５)役員等が、暴力団、暴力団員等又は前４号のいずれかに該当する法人等（法人その他の団

体又は個人をいい、市川市入札参加業者適格者名簿に登載されているか否かを問わない。）

であることを知りながら、これを不当に利用するなどしていると認められるとき。 

(６)下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前５号のいず

れに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

(７)契約の相手方が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原



  

材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、

市が契約の相手方に対して当該契約の解除を求め、契約の相手方がこれに従わなかったとき。 

２ 契約の相手方が、協同組合又は共同企業体である場合における前項の規定については、その

代表者又は構成員が同項各号のいずれかに該当した場合に適用するものとする。 

３ 契約の相手方は、前２項の規定により契約が解除された場合は、違約金として、契約金額又

は賃借料（当該契約が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１７に規定

する条例で定める契約（以下この項において「長期継続契約」という。）である場合にあって

は、契約期間中の各会計年度の支払予定額のうち最も高い額（以下この項において「最高支払

予定額」という。））の１００分の１０に相当する額を市が指定する期限までに支払わなけれ

ばならない。ただし、次の各号に掲げる契約の解除に係る当該違約金の額は、当該各号に定め

る額とする。 

(１) 単位数量当たりの契約金額又は賃借料を定めた単価契約 契約単価に契約期間内の予定

数量を乗じて計算した額（当該契約が長期継続契約である場合にあっては、最高支払予定

額）の１００分の１０に相当する額 

(２) 月額による契約 月額に契約期間の月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを

１月とする。）を乗じて計算した額（当該契約が長期継続契約である場合にあっては、月

額に１２を乗じて計算した額）の１００分の１０に相当する額 

４ 契約を解除した場合において、契約保証金が納付されているときは、市は、当該保証金を前

項の違約金に充当することができる。 

５ 第１項の規定により契約が解除された場合に伴う措置については、契約の規定による。 

 

（関係機関への照会等） 

第３条 市は、契約からの暴力団等の排除を目的として、必要と認める場合には、契約の相手方

に対して、役員等についての名簿その他の必要な情報の提供を求めることができ、その情報を

管轄の警察署に提供することで、契約の相手方が前条第１項各号に該当するか否かについて、

照会できるものとする。 

２ 契約の相手方は、前項の規定により、市が警察署へ照会を行うことについて、承諾するもの

とする。 

 

（契約の履行の妨害又は不当要求の際の措置） 

第４条 契約の相手方は、自らが、又はこの契約の下請負若しくは受託をさせた者（この条にお

いて「下請事業者等」という。）が、暴力団等から契約の適正な履行の妨害又は不当要求を受



  

けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに市に報告するとともに、管轄の警察署に届

け出なければならない。 

２ 契約の相手方及び下請事業者等は、前項の場合において、市及び管轄の警察署と協力して、

契約の履行の妨害又は不当要求の排除対策を講じなければならない。 

 

 （遵守義務違反） 

第５条 市は、契約の相手方が前条に違反した場合は、市川市建設工事等請負業者等競争参加資

格停止基準の定めるところにより、競争参加資格停止の措置を行う。下請事業者等が報告を怠

った場合も同様とする。



  

別記１ 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 賃貸人は、この契約による個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）を遵守し、個人の権利利益を侵害すること

のないよう努めなければならない。 

 （個人情報の機密保持義務） 

第２条 賃貸人は、この契約による事務に関して知ることのできた個人情報を他に

漏らしてはならない。この契約終了後も、同様とする。 

 （受託目的以外の個人情報の利用の禁止） 

第３条 賃貸人は、この契約による事務を処理するため、個人情報を収集し、又は

利用するときは、事務の目的の範囲内で行うものとする。 

 （第三者への個人情報の提供の禁止） 

第４条 賃貸人は、この契約による事務を処理するために収集し、又は作成した個

人情報が記録された資料等を、賃借人の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 （再委託の禁止又は制限） 

第５条 賃貸人は、この契約による事務を自ら処理するものとし、やむを得ず第三

者に再委託するときは、必ず賃借人の承諾を得るものとする。 

（適正管理） 

第６条 賃貸人は、この契約による事務を処理するため賃借人から提供を受けた個

人情報の滅失及び損傷の防止に努めるものとする。賃貸人自らが当該事務を処理

するために収集した個人情報についても、同様とする。 

（個人情報の複写又は複製の禁止） 

第７条 賃貸人は、この契約による事務を処理するため賃借人から提供を受けた個

人情報が記録された資料等を、賃借人の承諾なしに複写し、又は複製してはなら

ない。 

(2) 電子メール、ファックスその他の電気通信（電気通信事業法第２条第１号に

規定する電気通信をいう。）を利用して、この契約により指定された場所以外の

場所に送信すること。  

 

（個人情報の無断持ち出しの禁止） 

第８条 賃貸人は、賃借人から提供を受けた個人情報が記録された資料等について、

賃借人の承諾なしに、いかなる手段を用いても次に掲げる行為をしてはならない。 

 (1) この契約により指定された場所以外の場所に持ち出し、又は送付すること。 



  

（事故発生時の報告義務） 

第９条 賃貸人は、この契約の事務を処理するに当たり、個人情報が記録された資

料等の漏えい、滅失、その他の事故が発生したとき、又は発生する恐れがあるこ

とを知ったときは、速やかに賃借人に報告し、賃借人の指示に従うものとする。 

 （個人情報の返還又は抹消義務） 

第１０条 賃貸人がこの契約の事務を処理するために、賃借人から提供を受け、又

は賃貸人自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、契約

期間の満了後直ちに賃借人に返還し、又は引き渡し、若しくは賃借人の指示に従

い抹消するものとする。ただし、賃借人が別に指示したときは当該方法によるも

のとする。 

 （賃貸人の事業所への立入検査に応じる義務） 

第１１条 賃借人は、必要があると認めるときは、この契約の事務に係る賃貸人の

事務所に、随時に立ち入り、調査をおこない、又は賃貸人に参考となるべき報告

若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 賃貸人は、前項の立入調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠っ

てはならない。 

 （損害賠償義務） 

第１２条 賃貸人が故意又は過失により個人情報を漏えい等したときは、賃貸人は

それにより生じた損害を賠償しなければならない。 



  

別記２ 

情報セキュリティ取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１条 賃貸人は、この契約に基づく業務（以下「本件業務」という。）を履行するに当たっては、

適正に情報セキュリティの管理を行う体制を整備し、情報セキュリティに関する適切な管理策を講

じなければならない。 

（定義） 

第２条 この特記事項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 本件業務に関する情報 賃借人が本件業務を履行させるために賃貸人へ提供した情報（個

人情報を含む）又は賃貸人が本件業務を履行するために収集し、若しくは作成した情報をい

い、形状は問わず、複写複製も含むものをいう。 

（２） 情報セキュリティ 本件業務に関する情報を含む情報の機密性、完全性及び可用性を確保

し、維持することにより、適切な利用環境を維持しながら、犯罪や災害等の各種脅威から情

報を守ることをいう。 

（３） 機密性 情報へのアクセスが許可されない者は、情報にアクセスできないようにすること

をいう。 

（４） 完全性 正確な情報及び正確な処理方法を確保することをいう。 

（５） 可用性 情報へのアクセスが許可されている者が必要なときに確実に利用できるようにす

ることをいう。 

（６） 情報システム 情報を適切に保存・管理・流通するための仕組みをいい、コンピュータと

ネットワーク及びそれを制御するソフトウェア、その運用体制までを含んだものをいう。 

（７） マルウェア 情報システムに対して攻撃をするソフトウェアをいう。 

（８） 情報セキュリティインシデント 情報セキュリティに関する事故・問題をいう。 

（目的外利用の禁止） 

第３条 賃貸人は、本件業務の履行に当たり、本件業務に関する情報を収集、作成又は利用するとき

は、本件業務の履行目的の範囲内で行うものとする。 

２ 賃貸人は、本件業務の履行に当たり賃借人に対し、当該情報にアクセスする者及びアクセス方法

について明示し、賃借人の承認を得なければならない。 

（第三者への提供の禁止） 

第４条 賃貸人は、本件業務に関する情報を、賃借人の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（再委託の禁止又は制限） 

第５条 賃貸人は、本件業務を自ら履行するものとし、やむを得ず本件業務の一部を第三者に再委託

するときは、再委託する業務範囲を明示したうえで、必ず賃借人の承諾を得るものとする。 



  

２ 賃貸人は、前項の規定により賃借人の承諾を得て第三者に再委託する場合にあっては、再委託先

に対し情報セキュリティに関して監督する責任を有することとし、再委託先の情報セキュリティの

管理体制について賃借人に報告しなければならない。 

３ 賃貸人は、賃借人が前項の規定による報告によって再委託先の情報セキュリティの管理体制が不

十分であることを理由として、再委託先の変更又は中止を求めた場合にあっては、再委託先の変更

又は中止をしなければならない。 

（適正管理） 

第６条 賃貸人は、本件業務に関する情報の滅失及び損傷の防止に努めるものとする。 

（複写又は複製の禁止） 

第７条 賃貸人は、本件業務に関する情報を、賃借人の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（無断持ち出しの禁止） 

第８条 賃貸人は、本件業務に関する情報について、賃借人の承諾なしに、次に掲げる行為をしては

ならない。 

（１） この契約により指定された作業場所以外の場所に持ち出し、又は送付すること。 

（２） 電子メール、ファックスその他の電気通信（電気通信事業法第２条第１号に規定する電気通

信をいう。）を利用して、この契約により指定された作業場所以外の場所に送信すること。 

（情報セキュリティの維持、改善等） 

第９条 賃貸人は、本件業務に関する情報及び情報システムの取扱いについて、機密性、完全性及び

可用性を確保し、維持するために、次に掲げる管理策を講じなければならない。 

（１） マルウェアに対するリスクを最小限にするために、情報システムに対しセキュリティソフト

の導入を許容するとともに、その定義ファイルについても常に最新の状態に維持されることを

阻害してはならない。 

（２） 常に脆弱性等の情報を収集し、修正プログラムが公開された場合には、情報システムに対し

対応策を講じなければならない。この場合において、賃貸人が開発し、又は開発させ賃借人に

納入している情報システムの改修が必要となるときは、賃借人と対応策を協議するものとする。 

（３） 本件業務に関する情報を含む情報の流出、改ざん、消失及び不正利用を防止するために必要

な措置を講じなければならない。 

（４） その他、情報セキュリティの維持のために必要と認められる場合、賃借人と協議の上、対応

策を講じなければならない。 

２ 賃貸人は、前項の規定により講じている管理策の内容を定期的に報告しなければならない。 

３ 賃貸人は、この特記事項に基づく報告、情報セキュリティの管理体制、実施事項に関する書類を

整備しておかなければならない。 

 



  

 （情報セキュリティインシデントへの対応等） 

第１０条 本件業務に関し情報セキュリティインシデントが発生したときは、賃貸人は、直ちに、賃

借人に報告するとともに、賃借人の指示に従い、その対応策を講じなければならない。 

２ 賃貸人は、前項の規定により対応策を講じたときは、その内容を賃借人に報告しなければならな

い。 

３ 賃借人は、本件業務に関する情報セキュリティインシデントが発生した場合であって、必要があ

ると認めるときは、当該情報セキュリティインシデントの公表を行うことができる。  

（情報セキュリティの管理体制） 

第１１条 賃貸人は、第１条に規定する情報セキュリティの管理体制の内容について賃借人と協議し

なければならない。 

２ 前項の情報セキュリティの管理体制には、情報セキュリティ担当責任者及び担当者の職及び役割

を明確にしておかなければならない。 

３ 賃貸人は、本件業務を担当する者に対して、情報セキュリティに関する教育及び情報セキュリテ

ィインシデントに対する訓練を実施するものとする。 

 （不要な情報の返却又は廃棄） 

第１２条 賃貸人は、本件業務に関する情報のうち、不要となったものについては、直ちに、返却又

は復元できないような形で廃棄しなければならない。 

２ 賃貸人は、前項の規定により本件業務に関する不要な情報を廃棄したときは、書面をもって賃借

人に報告するものとする。 

（報告の徴収及び立入検査等） 

第１３条 賃借人は、情報セキュリティの維持・改善を図るため、賃貸人に対し、必要に応じて本件

業務に係る情報セキュリティ対策について報告を求めることができる。 

２ 賃借人は、情報セキュリティの維持・改善を図るために必要な範囲において、指定した職員に、

本件業務と係わりのある場所に立ち入り、賃貸人が講じた情報セキュリティ対策の実施状況につい

て検査させ、若しくは関係者に質問させ、又はその情報セキュリティ対策が情報セキュリティの維

持・改善を図るために有効なものであるか等について調査をさせることができる。 

３ 賃貸人は、賃借人から前項の規定による立入検査の申し入れがあった場合は、これに応じなけれ

ばならない。 

（損害賠償義務） 

第１４条 賃貸人は、賃貸人又は再委託先が本取扱特記事項に定める規程を遵守せず、情報を漏えい、

滅失、毀損、不正使用その他の違反によって賃借人又は第三者に生じた一切の損害について、賠償

の責めを負う。 

 


